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同一区内における公営団地および駅前の住宅地に住む高齢者の身体活動量および体力差を明ら

かにすることを目的とした。65 歳以上の高齢女性に、身体活動量、2 ステップテスト、立ち上がり

テスト、握力の測定を行った。その結果、歩数、中等度以上活動時間（MVPA）および 2 ステップ

値に差が認められ、団地在住群が住宅地在住群よりも有意に低値を示した。MVPA については歩行

活動のみ差が認められた。 
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Ⅰ．目的 

わが国は、2007 年に超高齢社会へと突入し、2020 年には高齢化率が 28.7％に達した 1）。世界的に

高齢化が急速に進展する中、2000 年に世界保健機関（WHO）が健康寿命の概念を提唱し、寿命を

延ばすだけでなく如何に介護を必要とせず健康に生活できる時間を延ばすかについての関心が集

まっている。高齢者が日常生活を支障なく過ごすためには、一定の身体機能を維持することが必要

であるが、身体の諸機能は加齢に伴って低下する。特に筋力は高齢期において年に 1～2％ずつ低下

していくと言われており 2）、一定レベル以下に身体機能が低下すると日常生活に支障が生じ、介護

が必要となる。日本整形外科学会は 2007 年に、運動器の障害のために移動機能の低下をきたし、

進行すると介護が必要になるリスクが高い状態を「ロコモティブシンドローム（ロコモ）」と定義

した 3）。その予防対策に取り組むとともに、移動機能を簡便に評価するための方法として、立ち上

がりテスト、2 ステップテスト、ロコモ 25 から構成される「ロコモ度テスト」を提案している 4）。 

加齢に伴う身体諸機能の低下を抑制するためには、日頃の生活習慣が重要であり、中でも身体

活動は、生活習慣病の予防 5）をはじめとして、身体機能や自立生活の向上 6）、運動器機能制限の
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予防 7）、認知機能低下の予防 8）などに対して様々な効果が報告されている。 近では身体活動を

規定する要因として、個人が居住している近隣の生活環境の影響が検討されている。日本を含ん

だ世界の 11 カ国を対象とした研究では、身体活動と「近所に多くの店がある」「近所に公共交通

機関の路線がある」「道路に歩道がある」「自転車道がある」「低価格で利用可能なレクリエーショ

ン施設がある」といった 5 つの生活環境要因とに関連が認められている 9）。日本の高齢者を対象

とした研究でも、移動のための歩行には「近所にスーパーや商店があること」「歩道があること」

「自動車・オートバイを所有していないこと」、余暇活動の歩行には「近所で運動実施者をみかけ

ること」「近所の景観が良いこと」といった環境要因が関連していたことが報告されている 10）。

異なる地域間での身体活動レベルを比較した研究では、都市型環境の自治体と比べて非都市型環

境の自治体の前期高齢者で、身体活動レベルが低い傾向であったことが報告されている 11）。 

このように高齢者においても自宅近隣の環境が身体活動量に影響を及ぼしていることが報告さ

れている中、住環境と身体活動との関係を明らかにし、それぞれの居住地域に即した介護予防策

を検討することが必要であると思われる。高齢者を取り巻く住環境に関して、 近では郊外に建

てられた大規模団地の住民の高齢化と建物の老朽化が問題となっている。1960～80 年代にかけて

造成された多くの住宅団地では、居住者が一斉に高齢期を迎え、いわゆるオールドタウン化して

いる 12）。具体的には、高齢化に伴う消費の縮小によって近隣の商業施設が撤退し、公共交通サー

ビスの低下によって移動が制限されるなどの問題が生じている。こうした都市構造の変化によっ

て居住者の生活が困難になると、日常生活での身体活動が少ない状態に陥り、身体機能の低下に

つながっていることが考えられる。 

そこで本研究では、同一区内における団地に住む高齢者と住宅地に住む高齢者の身体活動量と

体力を比較することにより、居住地域に即した介護予防策を立案するための一助とすることを目

的とした。 

 

Ⅱ．方法 

１．対象 

対象者は同一区内における公営団地および駅前の住宅地に在住し、要介護認定を受けておらず、

1 人で外出することに支障のない者とした。 

団地が位置する町は区内の北東部にあり、農村部とニュータウンが共存する地域で、高齢化率

は 34.4％となっている。団地は、1971 年～1973 年にかけて建設された全 29 棟の郊外市営団地で

あり、空き住戸が増え、耐震性が不足していたこともあってすでに 2 つの棟は解体撤去され、空

き地となっている。また、近隣のスーパーマーケットが閉店してからは、JA やコープが移動販売

を行っている。本研究では、団地の住民に対して住宅内に掲示した告知ポスターや自治会を通じ

て参加者を募った。測定会には男性 3 名、女性 23 名が参加し、分析項目に欠損値がない女性 18
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名（D 群）を分析対象者とした。 

駅前の住宅地は区内の南東部に位置しており、高齢化率は 21.7％となっている。町内の地下鉄

駅周辺には 5 大学 1 高専とともにショッピングセンターがあり、各種の生活関連施設が点在して

いる。本研究では区の広報で測定会の開催を告知し、参加者を募った。測定会には男性 21 名、女

性 37 名が参加し、D 群の測定会における分析対象者が 65 歳以上の女性であったため、分析項目

に欠損値がない 65 歳以上の女性 23 名（J 群）を分析対象者とした。 

本研究は流通科学大学研究倫理委員会の承認（研審委 2018003 号）の下で行われ、調査は 2019

年 7 月から 8 月に実施した。対象者には事前に文書と口頭による十分な説明を行った上で参加の

同意を得た。 

 

２．測定項目および測定方法 

１）形態測定 

身長は 0.1cm 単位で、体重は 0.1 ㎏単位で測定し、身長および体重の値を用いて Body mass index

（BMI）を求めた。 

 

２）立ち上がりテスト 

立ち上がりテスト 13）は、40cm、30cm、20cm、10cm の高さの台を用いて実施した。開始肢位

は両腕を胸の前で組み、足を肩幅程度に開いた座位とし、台から反動をつけずに立ち上がり 3 秒

間保持するように指示した。始めに 40cm 台での両脚起立を測定し、次に同じ高さで片脚起立を

測定した。左右両脚とも 40cm 台からの片脚起立が成功した場合、10cm ずつ低い台にて失敗する

まで片脚起立を繰り返し、両脚とも片脚起立が成功した も低い台を測定値とした。また、左右

いずれかの脚で 40cm 台からの片脚起立が失敗した場合、10cm ずつ低い台にて失敗するまで両脚

起立を繰り返し、両脚起立が成功した も低い台を測定値とした。これらの達成レベルを表 1 に

示した Yamada ら 14）の方法に基づき、0～8 の 9 段階でスコア化した。 

 

表 1．立ち上がりテストのスコア化 

 
 

３）２ステップテスト 

2 ステップテスト 15）では、スタートラインに両足のつま先を合わせた立位の開始肢位から出来

る限り大股で 2 歩歩き両足を揃えるよう指示し、2 歩分の歩幅を測定した。歩幅（cm）÷身長（cm）

両⾜⽴ち ⽚⾜⽴ち

40㎝失敗 40㎝ 30㎝ 20㎝ 10㎝ 40㎝ 30㎝ 20㎝ 10㎝

スコア 0 1 2 3 4 5 6 7 8

⾼さ
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を 2 ステップ値とした。 

 

４）握力 

握力の測定は、デジタル式握力計（TKK-5401、竹井機器工業製）を用いて実施した。測定肢位

は立位で、左右の上肢を体側に垂らした状態で 大握力を左右ともに 2 回測定した中での 大値

を代表値（kg）とした。 

 

５）身体活動量 

身体活動量の調査は、活動量計（Active style Pro : HJA-750C、オムロンヘルスケア社）を用い

た。1 週間にわたって水泳や着替え、風呂などやむを得ない場合を除いて、腰部に終日装着する

よう依頼した。活動量計の値は、全ての測定が終了した後、コンピュータに取り込んだ。Active style 

Pro は、感度 3mG、レンジ±6G の 3 軸加速度センサーを内蔵している。歩数の測定とともに 3 軸の

合成加速度から、単位時間毎の活動強度（METs）を推定し、それに基づいて、総エネルギー消費量、

強度別の活動時間を算出できる 16,17）。ハイパスフィルターを利用したフィルタ処理前後の比率を利

用して、単位時間毎の METs 値を、歩・走行（歩行活動）とそれ以外の活動（家事活動など、歩・

走行をあまり伴わない座位や立位で行う活動：生活活動）に要した時間に分けて評価できる点に特

徴がある 16,17）。本研究では、座位行動として 1.5METs 未満、低強度の活動（LPA）として 1.5METs

以上 3METs 未満、中高強度活動（MVPA）として 3METs 以上の 3 つに分け、それぞれについて、

歩行活動時間、生活活動時間および総計を算出した。また、歩数についても評価した。 

 

３．統計処理 

Active style Pro は、装置を装着していない等、動作を感知していない状況においては、「計測な

し」と判定される。本研究では、20 分間以上連続して「計測なし」と判定された場合に装着して

いなかったとみなし、装着した時間が、1 日あたり 600 分以上見られた日のデータを採用するこ

ととした。この「1 日あたり 600 分以上」という装着時間の下限は、先行研究の多くでも採用さ

れている 18）。 

なお、分析には IBM SPSS Statistics 25.0（日本 IBM 社）を使用し、2 群間の平均値の差は対応

のない t 検定を用い、立ち上がりスコアには Mann-Whitney の U 検定を用いた。データは平均±

標準偏差または、中央値と四分位範囲で示し、統計的有意水準は 5％未満とした。 

 

Ⅲ．結果 

１．対象者の特性 

D 群および J 群の対象者の比較を表 2 に示した。いずれの項目においても両群間で有意な差は
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認められなかった。 

表 2．対象者の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．身体活動量の比較 

Active Style Pro を用いて測定した身体活動量の結果を表 3 に示した。1 日歩数については、D

群が J 群よりも有意に低値を示した（p＜0.001）。MVPA についても、D 群が J 群よりも有意に低

値を示した（p＜0.01）。この MVPA を歩行活動（MVPA_歩行）と生活活動（MVPA_生活）に分

けて比較検討した結果、MVPA_歩行においてのみ有意な差が認められ、D 群が J 群よりも有意に

低値を示した（p＜0.01）。LPA については、両群間に差が認められなかったが、歩行活動（LPA_

歩行）と生活活動（LPA_生活）に分けて比較検討した結果、LPA_歩行においてのみ有意な差が

認められ、D 群が J 群よりも有意に低値を示した（p＜0.001）。 

 

表 3．身体活動量の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

J群 Ｄ群

ｎ （⼈） 23 18
年齢 （歳） 76.1 ± 5.2 76.4 ± 5.0
⾝⻑ （㎝） 151.1 ± 6.2 149.1 ± 5.3
体重 （㎏） 50.7 ± 8.1 54.2 ± 10.3

BMI （㎏/ｍ2） 22.2 ± 3.1 24.4 ± 4.6
データは平均±標準偏差

J群 Ｄ群

歩数 （歩/⽇） 7411 ± 3213 3656 ± 1661 ***
MVPA （分/⽇） 60 ± 35 31 ± 17 **
MVPA_歩⾏ （分/⽇） 37 ± 28 15 ± 12 **
MVPA_⽣活 （分/⽇） 23 ± 15 17 ± 10
LPA （分/⽇） 427 ± 80 384 ± 73
LPA_歩⾏ （分/⽇） 35 ± 13 21 ± 7 ***
LPA_⽣活 （分/⽇） 392 ± 79 363 ± 73
座業 （分/⽇） 356 ± 93 390 ± 95

MVPA：中等度以上活動時間，MVPA_歩⾏：歩⾏活動でのMVPA，MVPA_⽣活：⽣活活動でのMVPA，

LPA：低強度活動時間，LPA_歩⾏：歩⾏活動でのLPA，LPA_⽣活：⽣活活動でのLPA

** p<0.01, *** p<0.001
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３．体力の比較 

体力の測定結果を表 4 に示した。握力の値は、D 群で 21.7±4.0 ㎏、J 群で 21.3±3.4 ㎏と両群

間に有意な差がなかった。立ち上がりテストのスコアについても両群間に有意な差が認められな

かった。また、ロコモティブシンドローム基準の「該当なし」と判定される 40 ㎝の高さから片足

で立ち上がれた者の割合は、D 群で 27.8％、J 群で 30.4％であった。2 ステップ値については、D

群で 1.05±0.36、J 群で 1.42±0.12 と D 群で有意に低値を示した（p＜0.001）。また、ロコモティ

ブシンドローム基準の「該当なし」と判定される 1.3 以上であった者の割合は、D 群では 33.3％

であったのに対して J 群では 87.0％であった。 

 

表 4．体力の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ．考察 

本研究において、Ｄ群の 1 日歩数および MVPA は J 群に比べて有意に低値を示したことから、

外出に伴う歩行運動の制約が MVPA に影響していることが示唆された。先行研究において、自宅

近隣の環境要因が身体活動量に影響を及ぼしていることが報告されている。その中でも高齢者で

は近隣のスーパーマーケットの有無 10）やその数 19）が活動量の多寡に関与する因子として抽出さ

れている。また、ウォーキング行動を通勤、仕事、買い物、移動、運動の 5 つの場面に分けると、

30～40 歳代の女性無職者では買い物中のウォーキング時間が顕著に高かったことが報告されて

おり 20）、特に女性では買い物行動に関連する要因が身体活動に大きく影響していることが考えら

れる。本研究では身体活動の分類は行っていないものの、高齢者でも運動習慣を持っていなけれ

ば、日常生活での身体活動は買い物など生活場面でのものが多く占めることが推測される。しか

しながら、本研究のＤ群が居住する地域の周辺には、近隣にスーパーマーケットなどの食料品店

がなく、多くの住民が移動販売に頼っている。そのため、店舗まで歩行することや店舗内で歩行

するといった機会が失われ、生活場面での歩行活動が制限されている状況に置かれている。新た

にスーパーマーケットを建設するといった物理的な環境の整備は難しいため、余暇活動で身体活

J群 Ｄ群
握⼒ （㎏） 21.3 ± 3.4 21.7 ± 4.0

⽴ち上がりテストスコア
  ロコモに該当しない（４以下） （％）

２ステップ値 1.42 ± 0.12 1.05 ± 0.36 ***
  ロコモに該当しない（1.3以上） （％）

データは平均±標準偏差，⽴ち上がりスコアは中央値（四分位範囲）

*** p<0.001

4 (4-5) 3 (3-5)
30.4 27.8

87.0 33.3
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動を増加させるような働きかけが必要である。 

活動量計で測定した活動時間を歩行と生活活動に分けて検討した結果、生活活動については

LPA および MVPA のどちらも両群間に有意な差が認められなかった。生活活動は、洗濯や炊事、

掃除といった自宅内での家事活動が主であるため、居住環境にはあまり影響を受けないことが考

えられる。Tanaka ら 21）の研究において、女性では生活活動の MVPA は総 MVPA の半分以上を占

めており、また女性高齢者では 1 日の総活動量のほとんどは家庭内活動量（70.3％）を中心とし

た非余暇活動量が占めているため 22）、女性のライフスタイルを評価する際には歩行活動だけでな

く、生活活動も重要であることが指摘されている。本研究と同様の活動量計を用いた Sakakima

ら 23）の研究では、筋骨格系の疾患を有する高齢者であっても生活活動量は健康な高齢者と比較

して差がなかったことが報告されている。本研究の対象者も要介護認定を受けておらず、日常生

活については自立した生活を送っていることから、生活活動量は保たれていたと考えられる。し

かしながら、Sakakima ら 23）の研究では筋骨格系疾患の痛みが重度になると生活活動量も低下傾

向を示しており、生活活動も含めた身体活動量の管理が必要であると思われる。 

ロコモ度テストでは、2 ステップ値に有意差が認められ、D 群で低値を示した。高齢者の体力

レベルに及ぼす環境要因について検討した研究はあまりみられず、古名ら 24）は都市部と農村部

に在住する高齢者の体力を比較し、タッピング頻度と歩行速度に差が認められ、スピードに関連

する能力に地域差があったことを報告している。本研究では歩行速度の測定は行っていないもの

の、2 ステップテストは、6 分間歩行距離や歩行速度とも相関関係を示すことから、歩行能力を総

合的に評価できる指標とされており 15）、本研究の結果は先行研究を支持するものであると思われ

る。また、2 ステップテストの結果は日常生活自立度や転倒リスクなどを反映していることも報

告されており 15）、特に D 群の 2 ステップ値は 1.05±0.36 とロコモ度 2 と判定される程度の低値で

あったことから（同性同年代（75-79 歳）の 2 ステップ値は 1.30±0.17）、普段から速歩を心掛け

るなどの積極的なアプローチが求められる。 

その一方で、立ち上がりテストには両群間に差が認められなかった。古名ら 24）の研究におい

ても握力や開眼片足立ちには地域差がなく、特定の運動能力にのみ地域差が認められている。ま

た、角田ら 22）は、家庭内活動量が下肢機能を反映する 5 回椅子立ち上がり時間および立ち上が

りパワーと有意に関連したことを示し、家庭内活動は立位で行う動作が多いため、家庭内活動量

の多い高齢者では日常生活の中で下肢へ適度な負荷を与えていることを推察している。本研究に

おいても生活活動量については両群間で有意な差がなく、その結果を反映して立ち上がりテスト

にも差が認められなかったことが考えられる。立ち上がり動作は、生活活動の中で頻繁に行う動

作であるため、生活活動量が保たれている高齢者では、ある程度は下肢機能が維持されているこ

とも考えられ、今後、どういった身体機能に生活活動量が関連しているのか明らかにしていかな

ければならない。 
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都市公営住宅に住む 65 歳以上の高齢者の栄養状態を調査した新井と榊原 25）の研究では、低栄

養の危険性が認められた者の割合は、一般高齢者を対象とした研究結果を大きく上回っていたこ

とが報告されている。また、本研究でのＤ群のように食品購入手段として移動販売車のみを利用

している高齢者では、店舗利用者と比較してエネルギー摂取量やたんぱく質摂取量が低下してい

ることが報告されている 26）。そのため、高齢者の支援については、地域や生活環境などの違いや、

高齢者を取り巻く環境の現状を把握した上で、運動面および栄養面での効果的なサポートを提供

することが必要であると考えられる。本研究では栄養調査を実施していないものの両群での BMI

には差がなく、身体活動量に有意な差が認められたことから、Ｄ群で低栄養状態になっている可

能性が推察される。以上のことから、今後は身体活動量と体力に加えて、栄養面においての検討

も行っていきたい。 

本研究の限界点として以下の点が挙げられる。第 1 に調査は一地方都市で実施されたものであ

るため、本研究の結果を他の地域での住民にも適用できるとは限らない。また対象者数が 40 名程

度と限られた人数であるため、今後さらに対象者数を増やすとともに、他の地域での検討も必要

である。第 2 に本研究は横断研究であることから因果関係は明らかでない。外出が好きであった

り活動的な者が、歩いて生活しやすい地域に居住するといった可能性も否定できないため、縦断

的な検証を続けることが求められる。第 3 に本研究では、活動量計を用いて対象者の身体活動量

を評価しているが、入浴やシャワーなどの時に使用できないこと、傾斜地や階段での歩行や自転

車運動を過小評価すること、装着日の天候の影響などによって 1 日あたりの身体活動量を正確に

評価するには限界を有する。加えて、自家用車の保有やその利用頻度については調査していない。

今後は自動車の保有や利用以外の身体活動に関係する家族形態などの社会経済的要因も考慮し、

それらの交絡も検討していかなければならない。 

 

Ⅴ．まとめ 

1 日歩数および MVPA については、差が認められ J 群に比べて D 群が有意に低値を示した。身

体活動量を歩行と生活活動に分けて検討すると、歩行の LPA および MVPA においてのみ差が認

められた。ロコモ度テストでは、2 ステップテストにのみ差が認められ、D 群で低値を示した。 
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